
全球規模における海洋プラスチックの動態に関する研究
磯辺篤彦	●ISOBE Atsuhiko

川を経て海に至ったプラスチックごみは、劣化と破砕を経てマイクロプラスチック（MP）へと変化する。海底底質コアからの検出は、
海水よりも比重の小さな素材でも、生物膜の形成など生物過程を介して海底へ沈降することを示唆する。

北太平洋の亜表層で多層採取した海水からは、長径が数百μm以下の微細MPが数千個/m3のオーダーで検出された。
生物過程で比重が増し中性浮力近くになったものは、長期にわたって海中を漂うらしい。

瀬戸内海から世界へ
〜海洋ごみ対策の羅針盤「瀬戸内オーシャンズX」〜

塩入 同	●SHIOIRI Tomo

日本財団と瀬戸内4県による「瀬戸内オーシャンズX」は、日本最大級の閉鎖性海域を舞台に、
実践に基づくエビデンスベースの海洋ごみ対策を展開し、知見を蓄積してきた。

行政の縦割りを越え、専門技術と地域の連携により物理的・経済的・制度的課題を克服するそのプロセスは、
総合的な管理が求められる海洋・沿岸域の問題に実効性ある解決策を提示し、

世界の海が抱える課題解決への確かな針路を示すものと期待される。

プラごみ汚染を減らすためのアプローチ
田崎智宏	●TASAKI Tomohiro

プラスチックごみ汚染の国際ルールの交渉はなかなか進まないが、
対策の手を緩めることは将来世代へのツケ回しとなる。

対策は①消費を減らす、②流出抑制する、③代替する、の組み合わせになるが、②と③は政策と技術の役割が大きい。
有効な①のために、「計る－気付く－減らす－みんなで取り組む」というアプローチを概説する。
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海洋の重要性を広く認識していただくため、日本財団の支援を受けて、海洋に関する総合的な議論の場を皆様に提供いたしております。
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マイクロプラスチック浮遊量の観測とデータベースの公開

安価な使い捨てプラスチックは、大量に消費され、大量に廃棄され、そして一部が環境に流出す

る。私たちが収集した世界の湖、川、そして海で発見された 1,200万件に及ぶ投棄ごみの目視情

報によれば、地球で最も多く見つかる水辺のごみは、食品のテイクアウトに用いるプラスチックの容

器包装材で、これが全体の 60%弱を占めた。品目別の最多はレジ袋のようなプラスチック・バッグ（約

14%）であった。漁業ごみは全体の 20％であり、ほとんどは街中で投棄され川を経て海に至ったも

のである。世界中の海に漂流・漂着するプラスチックごみは、やがては砕けて微細片（マイクロプラ

スチック：以下、MP）に変わったのち、世界の海に広がっていく。

いま世界の研究者が参照する観測ガイドラインは、海洋に浮遊するMPの採取に、船舶からの

水平方向の曳網を推奨している。動物プランクトンの採取方法に準拠して、ニューストンネットやマ

ンタネットと呼ばれる目合い 300μm程度の網を用いる。この場合、数百μmよりも微細なサイズの

MPは採取できないが、その後の分析過程でも、それほど小さなMPは扱いにくい。例えば、プラスチッ

ク素材の同定には、フーリエ変換赤外分光光度計を用いることが多いが、よく利用される全反射測

定型では、測定可能なサイズ（長径）の下限が数百μm程度である。従って、いま私たちが研究対

象としているMPは、長径が 300μm程度よりも大きな、海面から1m以浅の海洋表層を浮遊する

ポリエチレンやポリプロピレン（比重〜0.9）がほとんどである。

世界の海洋で採取された MPの観測データを集約して、表層に浮遊する現存量のデータベー

スが日本の環境省によって公開されている。Atlas of Ocean MIcroplastics（AOMI：青海：

https://aomi.env.go.jp/）データベースは、自由に閲覧やデータのダウンロードができるとともに、

浮遊MP観測値のアップロードが世界の

研究者に向けて呼びかけられている※。

2025年11月現在では、標準的なガイドラ

インに準拠した手法で採取・分析された、

約14,000回の曳網調査の結果が収録さ

れている（図1a、b）。

AOMIデータベースによれば、これま

で採取が行われた全海域の平均浮遊密

度は 0.3個/m3であった。一方で、日本

周辺海域の浮遊密度は 3.7個/m3と全

海域平均より桁違いに多い。これは北西

太平洋周辺での投棄プラスチックごみ量

が世界の 55%を占める事実と整合的で

ある。投棄量の多い東南アジア周辺海

域でも浮遊MPの高濃度が予想されるが、

図1に白抜きで示されるとおり、まだ観測

全球規模における
海洋プラスチックの動態に関する研究
磯辺篤彦●九州大学応用力学研究所海洋プラスチック研究センター教授

［KEYWORDS］ マイクロプラスチック／沈降／亜表層での浮遊

■図1　AOMIデータベースを利用して作成した長径300μm以
上の MP浮遊濃度（浮遊個数/m3）の 2月（a）と8月（b）の分布。
白い海域はデータの空白域。海上風速や波高の各月気候値を用い
て、曳網観測で得た浮遊濃度を気候値に補正した。
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報告数が少なく実態は不明である。東南アジアだけではなく、南半球などデータの空白域は未だ

全世界の海洋の 90％程度を占める。

海洋プラスチックの動態

川を経て海に至ったプラスチックごみは、海流や波浪に伴う輸送（ストークスドリフト）、そして海

面上に出た部分を風が押すことで生じる輸送（風圧流）によって漂流し、そして海岸漂着と再漂流

を繰り返す過程で、劣化と破砕を経て MPへと変化する。海水よりも比重の小さなポリエチレンや

ポリプロピレンであっても、いつまでも海洋表層に浮き続けているわけではない。生物膜（バイオフィ

ルム）の形成や珪藻凝集体への絡まり、動物プランクトンによる誤食と排泄物への混入などを経て、

次第に海底に向け沈降するらしい。実際に、海底から採取される柱状の海底泥サンプル（堆積物

コア）に含まれるMPには、海底泥の降り積もった年代に応じて 1950年代からの増加トレンドが明

瞭である。中でも、別府湾から採取された堆積物コアに含まれるMP含有量には、10年規模の

経年変化が明瞭に観察された。そして、この経年変化は、同じコア中から検出された植物プランク

トン指標のクロロフィル a量が示す経年変化と同期していた。MPの沈降に関わる上記の生物過

程のうち、どれが優占したのかは分からないが、それでも海洋生態系には、浮遊MPを速やかに海

底に運ぶ機能があるらしい。

これまで海域で採集されてきたMPは、

長径が数百μm以上のものが大半であっ

た。しかし、海洋プラスチックは破砕を繰

り返すものの、姿を消すわけではない。

海面近くの曳網調査では十分に捉えき

れない、さらに微細な MPが海域に存在

することは十分に予想される。実際に、

北太平洋において、私たちが多層採水

器を用いて海面から水深1,000mの 12

層で採取した海水からは、長径が 10μ

mから数百μmの微細MPが、数千個

/m3のオーダーで検出された（図2）。ま

た、図にあるとおり、同時に計測した塩分と似た鉛直分布を示した。このことは、本来は海水より軽

い MPであっても、上記の生物過程を介して重量が増し中性浮力近くになれば、長期にわたって

海中を漂う状況をうかがわせる。すでにプラスチック製品が社会に出回り始めて 70年以上が経過

した。その間に環境に流出したプラスチック廃棄物の一部は、今も海洋循環に乗って地球を巡っ

ているのである。

私たちの観測結果が示すとおり、海洋亜表層には数千個/m3の微細MPが浮遊している。生

物過程を経てポリエチレンやポリプロピレンが持つ本来の浮力を失い、亜表層まで沈降したらしい。

しかし、MP表面に付着した生物や生物起源物は、十分な光量のない亜表層で、いずれは枯死・

分解して表面から消えてしまう。付着物が消えれば、MPは再び浮力を得て上昇を始めるだろう。

上昇を始めてのち海洋上層の有光層まで達すれば、再び生物過程を介して重量が増加し、また

海底に向けて沈降するはずである。プラスチックは環境中で分解するまで数百年を要するとされ、

そしてプラスチックが残る限り上下運動は続く。半永久的に表層と亜表層を往復できる物質が、長

い地球史に初めて現れたのである。このような物質は、物質循環や生物ポンプに干渉していないか、

干渉しても些細な歪みにすぎないのか。今後に挑戦してみたい課題の一つである。（了）

■図2　3測点（左）において採取された、10μm<長径<300μmの微細MP
濃度（ドット）の鉛直分布（右）。縦軸は 0-1,000m水深を等密度面座標で示し
ている。曲線は採取と同時に計測された塩分。色は左図の測点に合わせている

（Kuroda et al., 2025, Environ. Sci. & Technol.）

※ 藤岡勝之著「プラスチック汚染に関するデータ整備と利活用の促進〜「Atlas of Ocean Microplastic（AOMI）」の公表〜」本誌第585号（2024.12.20発行）
　 https://www.spf.org/opri/newsletter/585_3.html
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海洋ごみ対策の潮流

海洋プラスチックごみ問題は、喫緊の世界共通課題だ。閉鎖性海域は、沿岸に大都市を抱え、

とくに問題が身近な場所だ。このため外洋に比べると解決が容易に思われがちだが、実際には、

そうした海域ですら広く普及可能な体系的な解決モデルの確立には至っていない。閉鎖性海域は、

沿岸に大都市や産業が集積し、社会経済活動を支えてきた。その活動がごみ発生源となり、問題

が表面化する場所が比較的近いのが、閉鎖性海域の特徴だ。ごみは、川や海に流出すると行政

や国の境を越えるため、責任の所在が曖昧になりがちである。これが問題解決を阻む一因であり、

行政・市民・企業の連携が不可欠だ。このため閉鎖性海域で実効性ある対策を地域レベルで組

み立て、これを解決モデルとして実践・検証し水平展開することは、抜本的解決への効果的なア

プローチだといえる。

世界を見ると、バルト海※1や地中海※2で、広大な海域を捉えた多国間プロジェクトが進む。しか

しバルト海では、多国間での合意形成の困難さから数値目標がなく、モニタリング手法の開発や標

準化が主要テーマだ。また地中海では、実施枠組みの確立を優先し、陸域廃棄物管理の規制効

果を漂着ごみの「個数」という簡便な指標で間接評価するに留まる。実効性ある対策の遂行や、

解決モデルの提示には至っていない実情である。

瀬戸内オーシャンズX

閉鎖性海域での解決モデル不在の現状を捉え、実践に基づく解決モデルを日本から提示すべく、

2020年、瀬戸内海を舞台に「瀬戸内オーシャンズX」※3が発足した。日本財団会長と瀬戸内4県（岡

山、広島、香川、愛媛）知事が連携協定を締結し、エビデンスに基づく実践活動で、2028年3月ま

でに海洋ごみを減少傾向に転じさせ、成果を解決モデルとして世界に提示することを目指す。

このプロジェクトの第一の革新性は、独創的なガバナンス設計だ。海洋ごみ対策には、行政の

縦割りや広域連携の担い手不在という課題があった。瀬戸内オーシャンズ Xは、この難題を突破

するため、財源や発信力を持つ日本財団と、行政権限を持つ 4県が協定を結ぶ推進協議会を発

足させ、行政の枠を超え、市民や企業を巻き

込んだ、柔軟なボトムアップの活動を起動さ

せた。第二の革新性は、エビデンスベースの

姿勢だ。まず定量化と評価の土台として、プ

ロジェクト初期に、4県の 280河川（総延長

約1,200km）に及ぶ大規模な河川ごみ調査

や、海底ごみ回収調査・研究を実施し、ごみ

の種類、発生源、ホットスポットを特定した。こ

れにより瀬戸内4県の海洋ごみ収支を算出し、

「回収量が年間86トン不足している」という具体的なギャップを「共通の定量目標」として可視化

した（図）。この明確な数値目標こそが、全ての対策活動を推進する拠り所だ。

瀬戸内海から世界へ
〜海洋ごみ対策の羅針盤「瀬戸内オーシャンズX」〜

塩入 同●笹川平和財団海洋政策研究所上席研究員、前）日本財団・瀬戸内オーシャンズXプロジェクトリーダー

［KEYWORDS］ 海洋ごみ／閉鎖性海域／瀬戸内海

■図　瀬戸内4県における海洋ごみバランスシート
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この「革新的な体制」と「明確な目標」を両輪に、日本財団は総額15億円以上の予算と5億円

の基金を設置した。①調査研究、②企業・地域連携、③啓発・教育・行動、④政策形成の 4本柱

をプロジェクトの骨格とし、地域の担い手の育成やネットワーク化を加速させ、実行体制で得た実

績と実践知をもって、解決モデルの構築を推進している。

4本柱に基づく戦略的実践

「年間86トン」という共通の「羅針盤」が、目標達成を阻む社会的な壁を、セクター連携で突破

する戦略的アプローチを生み出した。

【実践事例1：基金による「戦略的回収」と担い手育成】年間86トンの回収目標達成に向け、基

金は NPO 、中高生、漁協など、ボランティアでは困難なごみに挑む地域の「担い手」を戦略的に

支援する。岡山県の旭川河口部では、大量のごみが繁茂したヨシに絡まり回収困難だった。そこ

で地元の環境NPO団体と中高生グループが、建設会社の協力を得て大型草刈り機で水際のヨ

シを刈り込み、ごみを「可視化」した上で一斉清掃する手法を実践・検証した。物理的な回収困

難性を専門技術と地域の連携で克服し、地域に定着する社会システムへと進化させた。地元産

業界も後押しし、近隣河川へも拡大の動きが生まれた。

【実践事例2：異業種連携による「発生源」対策】回収と並行し、プロジェクトは「発生源」対策に

も着手した。象徴的なのが広島県のカキ養殖用フロート対策だ。従来の発泡スチロール製フロー

トは 3年ほどで劣化が始まり、摩耗・破損し海洋ごみ（マイクロプラスチック）発生の主要因だった。

これに対し日本財団は、県漁連、漁業や建設資材メーカー等との異業種連携を構築し、寿命を2

倍以上（約7.5年）に延ばした「高耐久性フロート」を開発した。背景には「海を汚す原因を自分た

ちの代で断ち切りたい」という漁業者の強い思いがあった。そして ICタグ個体管理システムも試

験導入し、2025年秋より県内30漁協の漁業者が参加する海域での大規模実証事業が始まった。

本モデルは、環境配慮が年間約5千万円の業界コスト削減につながる「経済合理性」を提示し、

持続可能な産業モデルへの転換を後押ししていく。

【実践事例3：自治体における広域的な活動の芽生え】象徴的なのが、自治体の枠を超えた「大

規模巡回回収モデル」だ（写真）。愛媛県宇和海や岡山・香川県境の備讃瀬戸海域など、アクセ

ス困難な島々が点在する海域では、各市町単独での漂着ごみ

回収は極めて非効率であった。そこでプロジェクトは、廃棄物

処理における「発生市町責任」の原則を堅持しつつ、上陸用台

船に各自治体の収集車を積載して巡回し、船上で分別・管理

することで処理責任を明確化させ、運用の工夫で法的制約を

乗り越え、行政区画に縛られない「広域回収の社会実装」を遂

行した。この成果は、現場の実践から行政の課題への姿勢を

変革する「政策形成」のモデルとしても重要な意義を持つ。

海洋ごみの問題も、国連海洋法条約に記されるとおり「相互に密接な関連を有し及び全体とし

て検討される必要がある海洋の諸問題」であると捉えると、物理的・経済的・制度的な数々の壁

を分析と実践を通じて突破し、知見を蓄積してきたこれらの取り組みは、世界の海が抱える課題解

決への確かな針路を示すことになるだろう。（了）

※1 ヘルシンキ条約（9カ国）バルト海海洋ごみ地域行動計画（Regional Action Plan on Marine Litter）
※2 バルセロナ条約（21カ国）地中海海洋ごみ管理地域計画（Regional Plan on Marine Litter Management in the Mediterranean）
※3 日本財団・瀬戸内オーシャンズX　https://www.nippon-foundation.or.jp/what/projects/setouchi-oceansx

■写真　大規模巡回回収モデル実施風景（愛媛県伊方町）
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プラごみ汚染をなくす動き

プラスチックによる海洋汚染（以下、プラごみ汚染）の問題が世界的な注目を浴びてから約10年。

多くの取り組みと議論がされてきた。日本では 2019年にワンウェイのプラスチックの排出を累積で

25％減らすなどのマイルストーンが設定され、国際的には 2040年までに、海洋だけでなく河川や湖

沼などのプラごみの追加汚染をゼロにするという目標が掲げられた。2025年8月には、国際的なルー

ル作りの 6回目の議論がされたが、ルールの合意には至らず、まだ時間がかかる。参加者によれば、

5回目までは各国のポジショントークばかりだったが、ようやく落としどころをつくる議論になってきたと

のことである。

国際的な議論がまとまりにくいのは、ある意味で当然ともいえる。第一に、国際ルールの結論を出

すには全会一致が求められる。先進国と途上国、産油国と非産油国など、国内状況や思惑が異

なる国々の意見をまとめることは容易ではない。第二に、プラごみ汚染は複数の問題が絡み合う

複合問題であり、人によって論点の捉え方が異なり、議論がずれやすい。第三に、軽量で耐久性

があるなどの優れた物性を有するプラスチックは生活やビジネスの隅々まで浸透しており、対策に

は生活習慣病を治すような難しさがある。加えて、第四に、他の環境汚染物質の特徴との混同が

ある。多くの環境汚染物質は少しぐらいの排出なら自然環境が浄化してくれるが、プラスチックは、

一部の海洋生分解性のものを除けば、海洋では分解しない。プラごみ汚染は、どんどん汚染が蓄

積するというストック型の環境問題であるため、議論がまとまらないからといって対策の手を緩めて

しまうと、将来世代へのツケ回しとなる汚染が発生してしまう。

対策の方向性

プラごみ汚染は、先進国においては、プラスチック製品が大量に生産・使用されることに起因し、

そのごくわずかな割合が環境中に流出するという形態をとる。わずかな割合であっても相当量にな

ることが問題である。日本の使用済みプラスチック製品の発生量に対する流出割合は 0.5％と小さ

いが、年間の流出量は 2〜6万トンであり、一般的なごみ収集車でいうとおよそ 2万台にもなる。な

お、この流出量は、2019年の海洋プラスチックごみ対策アクションプランのものであるが、2024年

の環境省調査では流出量を細分化して推計し直している。投げ捨てられたプラごみや遺失漁具

などの 5mm以上のマクロプラスチックが 2,300〜9,300トン、農薬用マイクロプラスチックや洗剤等

の意図的に添加される5mm未満のマイクロプラスチックが 490〜3,600トン、タイヤの摩耗粉じん

や道路標示材、繊維に含まれる微小繊維くずなどの非意図的に排出されてしまう5mm未満のマ

イクロプラスチックが 17,000〜23,000トンである。

対策としては、①リデュース・リユースにより、ごみ発生量を減らす。②0.5％の流出となっていた

モノの行き先を適正処理かリサイクルに変える、③これまでのプラスチックとは異なる素材を使い、

プラごみ汚染を起こさなくする、という3つのアプローチの組み合わせが求められる。このうち②の

実現には、国民全体で平均して 200回の廃棄のうち1回を環境中へ流出させているという現状な

ので、これを改善するには個人の努力に頼るのは難しい。例えばデポジットやポイントを活用して、

プラごみ汚染を減らすためのアプローチ
田崎智宏●（国研）国立環境研究所資源循環社会システム研究室室長

［KEYWORDS］ 環境配慮行動／海ごみ／大量消費
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使用済みプラスチック製品を返却あるいはプラごみをクリーンアップ（清掃）した人が利する状況を

作るという政策をとらなければ改善は見込めないだろう。③については、技術開発やそれを促進す

る政策が必要である。本稿では、生活者も取り組める対策として①のリデュース・リユースに注目

する。

まずは「気付き」から

しかしながら、ごみ量を減らすのは簡単ではない。どこまでごみ量を減らせるかは人によっても生

活によっても異なる。世界中を見渡せば、先進国で、家族4人の年間のごみ量を1〜2Lぐらい（自

宅で堆肥化する分を除く）に抑えているカリスマ的な世帯もある。しかし多くの人が、いきなりそのレ

ベルに達するわけはない。

「できることからやる」というのが典型的なアプローチとなるが、何

が「できること」で「何が問題」なのかは気付きにくい。そのため「気

付き」が重要となる。ダイエットで効果が高いのは、きちんと体重の

記録をとることとされるように、プラスチックの量を「計る・調べる」こと

から始めるのが効果的だろう。ざっくりと目分量を把握するのもよい。

プラスチック製品の購入時にスマホで写真を撮って記録するという

手もある。プラごみの分別をしている自治体であれば、捨てる前の

プラ資源袋の中身を眺めてみるのもよいだろう。

思っていたよりも多いモノ、比較的減らせそうと思ったモノが見

つかれば、しめたものである（図の右側）。

リデュース・リユースをみんなで進めるには

一人でやっていても効果は限定的なので、みんなで取り組むことは大切である（図の左側）。対

策行動でよく挙げられるのが、「マイ」と付くモノの利用である。レジ袋を断り、マイバッグを持参する。

マイボトルを使い、ペットボトルや使い捨てカップを使わない。マイストロー、マイスプーンなどをかば

んに入れる、旅行にはマイ歯ブラシなどを持っていくなどである。お店で勝手についてくることもある

ので、「不要」と伝えることも大切である一方、言わなければサービスされないように社会変革を促

すことも大切である。ホテル業界は、すでにそのような動向にある。また、会員カードなどの電子化

でプラスチックを削減することもできる。

善良な人々の取り組みに期待するだけでなく、リデュース・リユースをしない人には少し損になる、

少しお金がかかるようにする仕組みも大切である。

プラスチックを使わないことを選べない状態も課題である。出先で、コーヒーや紅茶などを飲もう

としても、使い捨てカップしか選択できないことがある。業務のオペレーションや店舗面積のために、

カップを洗うことができない店舗があることは理解されるべきだが、いまだにデフォルト（標準）が使

い捨てカップになっていると言わざるを得ない。イベントでもリユース食器・カップを使うケースや、マ

イボトルに補充するための給水機を設置するケースは見かけることが多くはなっているが、まだ標

準になっているとはいえない。

より多くの人々の行動が変われば、あるいは賛同者が増えれば、法規制やルールも変えやすくなる。

ネットの時代、個々の消費者の声を大きくして、企業に伝える、働きかけることがしやすくなっている

ことを活かした取り組みにも期待がかかる。海洋などにおけるストック型のプラ汚染を回避し、プラ

ごみのない海や水辺を将来世代に引き渡すことができるかは、今の私たち世代が何をするかにか

かっている。（了）

■図　プラごみのリデュース・リユースのアプローチ
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◆第2次トランプ政権の誕生から始まった 2025年は、世界の海洋
科学にとっても大きな動きのある年でした。これまで世界の気候変動
研究や生物多様性研究をリードしてきた米国の科学政策の転換は、
海洋に関する国際共同研究や国際シンポジウムの中断、国際共同
海洋観測・調査の縮小や米国研究者の欠席、外国人研究者による
米国への留学や訪問の中止、米国の科学データへのアクセス制限、
NOAAをはじめとする米国研究機関における研究者解雇や研究室
の縮小など、多様な影響をもたらしました。また同時に、今後日本が
海洋科学の国際連携・協力体制をリードしていくべきとの認識を国内
関係者で共有する機会となりました。◆米国における海洋科学の縮
小は、欧州諸国の研究者にも大きな意識転換をもたらしました。6月
にフランスのニース市にて開催された第3回国連海洋会議（UNOC3）
においても、今後の海洋政策および海洋科学の国際連携に関して
多くの議論が行われました。海洋サミットとも称されるUNOC3の締
めくくりでは、海洋保護区の拡大や、海洋汚染の抑制、海上輸送の
脱炭素化、脆弱な立場に置かれた小島嶼国（SIDS）への資金動
員などに関する共同声明を採択しました。また、前週に同じくニース
で開催された One Ocean Science Congress（海洋科学会議）に
は、世界中の海洋科学者約2,000名が参加しました。UNOC3の
科学的支援を目的としたこの会議では、今後の海洋科学の方向性
として、多国間組織への支援強化や、海洋に関する多様な知識体
系の統合、気候変動対策としての海洋を用いたアプローチの推進、
科学と政策の一層の連携強化などが提言されました。◆11月には
ブラジルにて、気候変動枠組条約の第30回締約国会議（UNFCC 
COP30）が開催されました。そこでは、もはや海は単なる被害者で
はなく、気候変動を解決するための中心的な役割を担うべきだとい
う大きな認識の転換があったように思われます。OPRIがパートナ
ーとなった Ocean Pavilionでも、海洋を用いた気候変動への取り
組みに関する多くのパネルディスカッションやワークショップが開催さ
れ、その成果文書として「COP30ベレン海洋宣言」を発表しました。
◆一方でわが国の政策に目を転じると、10月に始動した高市政権
は早速に日本成長戦略会議を招聘し、官民投資の促進に向けた「重
点投資対象17分野」を選定しました。その最後、17番目には「海洋」
が明記されています。さらに、2.造船、9.資源・エネルギー・安全
保障・GX、10.防災・国土強靭化、13.マテリアル（重要鉱物・部素
材）、14.港湾ロジスティクスなど 5つの分野も深く海洋に関連します。
海洋国家日本が、海洋をフル活用して世界共通の課題解決と経済
成長を実現していくという明確な政治的意思が表れています。◆こ
れら国内外の情勢を踏まえ、政府は社会と連携しながら、科学に基
づく海洋政策を一層強力に推進していく必要があります。今年の干
支は丙午（ひのえうま）、60年に一度巡ってくる特別な年です。力強
さと情熱に満ち、運気が大きく転換するタイミングだと言われています。
この一年が、日本の海洋政策を大きく飛躍させる年となることを祈念
するとともに、OPRIもその一端を担うべく全力を尽くします。

（所長　牧野光琢）

https://www.spf.org/opri/

インフォメーション 海洋に関する会議予定
日程／開催地 会議名／URL 主催

2026/2/2〜5
トロムソ（ノルウェー）

Arctic Frontiers Conference
https://arcticfrontiers.com/

Arctic Frontiers

2026/2/15〜18
紋別

第40回北方圏国際シンポジウム
http://okhotsk-mombetsu.jp/okhsympo/top-index.
html

紋別市、北海道
大学北極域研究
センター

2026/2/22〜27
グラスゴー（英）

Ocean Science Meeting（OSM2026）
https://www.agu.org/ocean-sciences-meeting

American 
Geophysical 
Union
ASLO,The 
Oceanography 
Soc.

2026/2/23〜3/6
キングストン（ジャマイ
カ）

31st Session of ISA, p1
https://isa.org.jm/sessions/31st-session-2026/

国際海底機構
（ISA）

2026/3/4〜5
モントリオール（加）

13th World Ocean Summit
https://events.economist.com/world-ocean-
summit/

World Ocean 
Summit

2026/3/23〜4/2
ニューヨーク（米）

BBNJ Preparatory Commission III
https://sdg.iisd.org/events/bbnj-prepcom-iii/

UN

2026/4/15〜17
アンカレッジ（米）

Arctic Encounter Summit
https://www.arcticencounter.com/arctic-
encounter-2026

Arctic 
Encounter

2026/4/18〜24
ベルゲン(ノルウェー）

One Ocean Week
https://oneoceanweek.no/en/

UN

2026/4/20〜22
グラン・カナリア（スペ
イン）

Global Sustainable Islands Summit 2026
https://gsis.islandinnovation.co/

Island 
Innovation

http://okhotsk-mombetsu.jp/okhsympo/top-index.html
https://events.economist.com/world-ocean-summit/



